
 

 

 

 

平成 24 年度 横浜市節電・省エネ対策について 

 

１ 策定の趣旨 

政府からは節電行動が定着したと見込むことで、今夏は東京電力管内において、数値

目標を伴う節電要請を行わない方針案が示されています。 

しかし、本市は「環境未来都市」として、また、大規模な電力需要家の責務として率

先して節電・省エネの取組を推進するとともに、低炭素社会に向けたライフスタイルの

変革をより一層進めていく必要があることから、市民、事業者の皆様と連携して、節電・

省エネに取り組んでいきます。 

 

※今夏の東京電力管内の電力需給見通し（H24.5.12 需給検証委員会報告書より） 

     需要想定  ５，５２０万 kW 

   供 給 力  ５，７７１万 kW 

      供給－需要    ＋２５１万 kW  

《予備率 ＋４．５％》 

 

２ 基本的な考え方 

○「市民サービスと市内経済の活力の維持」、「市民生活の安全・安心の確保」及び「公

共施設のより一層の省エネの推進」の観点から、“夏季(7～9 月)のピークカット”と

温暖化対策の推進等のための“通年の省エネ（総量削減）”に取り組みます。 

○市民・事業者の皆様には、無理のない範囲での御協力を呼びかけるとともに、本市施

設においては、数値目標（ピークカット、総量削減）を掲げて取り組みます。 

○取組期間は平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日とします。 

※電力需給バランスの改善を踏まえ、昨夏実施した市民利用施設の輪番休館や道路・公園照明の一部

消灯などは実施しません。 

 

３ 本市施設の節電・省エネ対策 

（１）本市施設の電力削減目標 

 
①夏季の目標（ﾋﾟｰｸｶｯﾄ） 

H24.7.1～9.30 

②通年の目標 (総量削減)  

H24.4.1～H25.3.31 

施設全体（大口・小口共通） ▲１０％以上※ ▲１０％以上(kWh) 

 うち市庁舎 ▲２０％以上 (kW)  ▲１０％以上(kWh) 

※大口施設(500kW 以上)は使用最大電力[kW]、小口施設(500kW 未満)は使用電力総量[kWh]で実績把握 

 

（２）本市施設の取組 

ア 全施設共通の取組 

  ・エネルギー使用量・使用料金の四半期管理（夏季は毎月）と公表 

  ・室温 28℃、照明減灯、ＯＡ機器省電力設定など執務室における取組の徹底 

   なお、エレベーター等は市民の利便性に配慮して適切に運用 

 

 裏面あり 

温暖化対策・環境創造・資源循環委員会資料

平 成 2 4 年 5 月 1 7 日

温 暖 化 対 策 統 括 本 部

※昨夏の見通し（H23.5 月） 
 

需要想定    ６，０００万 kW 

供 給 力  ５，３８０万 kW 

供給－需要    ▲６２０万 kW 

《予備率 ▲１０．３％》 



 

 

 

イ ごみ焼却工場による発電量の増 

ウ その他 

・各区局統括本部に節電・省エネ対策の徹底や進捗管理を図る節電・省エネ推進担

当を配置 

   ・上下水道や市営地下鉄などの主要大口施設では、市民生活の安全・安心及び市民

サービスへの影響に留意しながら取組を実施 

・施設のエネルギー使用状況等の精密測定や分析により消費電力等を抑えるシステ

ムの導入 

 

４ 市民・事業者の取組促進 

（１）市民の取組促進 

・【拡充】ホームエネルギーマネジメントシステム 

(HEMS)の導入に対する補助 

・【拡充】住宅用太陽光・太陽熱利用システムの設置 

に対する補助 

・【新規】家庭用燃料電池システムの設置に対する補助 

 

（２）事業者の取組促進 

 ・【拡充】中小製造業の設備投資に対する助成 

 ・【新規】電気自動車（ＥＶ）等の急速充電器の設置に 

      対する補助 

 ・【新規】港湾物流施設の電力対策に対する助成 

 

（３）周知・広報 

 ・節電・省エネ対策情報の提供（啓発リーフレットの 

  配布・市 Web への掲載） 

 ・その他様々な広報媒体を活用して、熱中症対策を 

含めた節電・省エネ取組を市民・事業者に周知 

 

５ 中長期の取組 

エネルギーの分散化、エネルギーの自立化によるライフラインの途切れないまちづく

り、災害に強いまちづくりについて、地球温暖化対策の観点を踏まえながら、中長期的

に取り組みます。 

・地域エネルギーマネジメントシステムの確立 

・エネルギーの分散化・自立化の検討 

・環境未来都市にふさわしい区庁舎等公共施設の整備やまちづくりの検討 
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